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概 要 

 水とエネルギー消費の関連性については，気候変動やエネルギー需要の問題と相まって

今後さらに注目される事項である．そこで本研究では，低炭素社会に向けた水システム

の構築を目指す第一歩として，わが国における上下水道事業におけるエネルギー消費の

実態把握を行った．上水道分野を取導水・処理・送水・配水・浄水受水・薬品類の工程

に分割し，それぞれの工程ごとの二酸化炭素排出量を試算した．また，下水道分野を場

内ポンプ・水処理・汚泥処理・場内燃料・場外ポンプ・場外燃料・その他の工程に分割

して二酸化炭素排出量を試算した． 
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1. はじめに 

1.1 水とエネルギーの関係  

 エネルギー供給の多様性を増し，エネルギー保障を

高めるため，エネルギーの有効活用を図り持続可能な

社会作りを目指すことが国家戦略となっている．さら

に地球温暖化防止は，国際的に最重要問題となり，温

室効果ガス削減の一環として低炭素社会構築に向けて

省エネルギーや水・物質の有効利用，未利用エネルギ

ーの活用が一層必要とされている． 

 また，今後世界的には都市や農業生産への水供給の

増加，健康や生態系への安全性配慮が一層重要となる

が，地球温暖化対策の進展とともにエネルギー資源も

ますます制約される．水とエネルギー需要は深く関係

しており，水とエネルギーの消費によって気候変動を

引き起こし，その一方で気候変動は水資源と上下水道

事業に影響を与える．このような水とエネルギーの関

係が近年世界的に注目されている 1)．  

1.2 低炭素社会構築に向けた上下水道事業の再構築 

 我が国における上下水道事業の年間消費電力量はお

よそ 150 億 kWh であり，我が国の年間消費電力量のお

よそ 1～2％を占める．また，下水道は都市の排水系の

3/4 を収集しており，今や下水道は都市を中心とした

水・物質の代謝系をコントロールしている．集めた下

水は，水資源やそれに含まれる物質および熱としての

利用価値についても注目されている． 

 これらのことを踏まえ，従来の上下水道事業枠を超

えてエネルギー効率を上げるとともに，新たなエネル

ギーを含めた創資源として上下水道事業を捉える必要

がある． 
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1.3 わが国の上下水道事業におけるエネルギー消費 

 本研究では，低炭素社会に向けた上下水道事業の構

築を考える際に必要不可欠であるわが国のエネルギー

消費の現状把握を行った。エネルギー消費評価の指標

として今回は二酸化炭素排出量を用いた．これは，上

水道分野および下水道分野において，電力消費だけで

はなくポンプを動かす際に重油や軽油などの燃料もし

ようされており，これらの消費によるエネルギー消費

についても考慮するためである．ただし建設時に消費

されるエネルギーについては，今回は考慮しない． 

 統計解析を行う際に，エネルギー消費の実態をより

詳細に把握するため，上水道分野においては，エネル

ギー消費の工程を「取導水・処理・送水・配水・浄水

受水・薬品類」に分類し，下水道分野においては，「処

理場内ポンプ・水処理・汚泥処理・処理場外ポンプ・

その他」に分類して解析を行った． 

 

２. 上水道分野におけるエネルギー消費 

2.1 上水道分野におけるエネルギー消費量の算定方法 

 本研究では，エネルギー消費評価の指標として二酸

化炭素排出量を用いた．そのためまず始めに，平成 18

年度のデータを掲載している水道統計２）に記載されて

いる浄水場ごとの電力使用量計の値と施設別ポンプ設

備（取導水・浄水・送水・配水）の原動力の値から，

取導水・浄水・送水・配水の各分野の使用電力量につ

いて算定を行った．また，各市町村の電力使用量計の

値を年間取水量で除することで各市町村の単位取水量

あたりにかかる電力使用量を算定した．以上のように

して，取導水・浄水・送水・配水・浄水受水における

電力使用量を事業体ごとに算出した．その値に単位電

力使用量あたりの二酸化炭素排出量である，二酸化炭

素排出係数 3）を乗じることで工程ごとの二酸化炭素排

出量を算定した．また，処理の過程で用いられる薬品

についても市町村ごとについて二酸化炭素排出係数を

用いて二酸化炭素排出量を算定した．薬品類について

は，次亜塩素酸ナトリウム・ポリ塩化アルミニウム・

粉末活性炭・粒状活性炭の使用による二酸化炭素発生

量を考慮した．算定の際に使用した二酸化炭素排出係

数は，下水道における地球温暖化防止実行計画策定の

手引き 4）を参照した． 

 

2.2 上水分野におけるエネルギー消費の特徴 

 まず始めに，上水道分野における日本全国での各工

程の二酸化炭素排出要因の割合を示す．また，上水道

分野における二酸化炭素総排出量は 4,082,001[t]で

あった． 
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Fig.1 上水道における二酸化炭素排出要因の割合 

 

 浄水及び薬品類による二酸化炭素排出量を浄水場内

におけるエネルギー消費と捉え，さらに取導水・送水・

配水・浄水受水におけるエネルギー消費を浄水場外の

エネルギー消費と考えると，上水道分野においては

85％のエネルギーが処理場外で消費されていることが

確認された．特に送水分野が 41％と最も多いことが明

らかとなった．これは一般的に配水地が配水管の圧力

を確保するために，比較的高度の高い位置に設置され

ていることに起因していると考えられる．このほかに，

取導水も 27％と大きく，取水地点からの距離や高低差

が影響していると思われる． 

 この結果から，上水道分野において省エネに取り組

む際には，主に浄水場外の水輸送の分野における省エ

ネを考慮する必要があることがわかる．特に送水・取

導水によるエネルギー消費を減らすことが課題となり，

対策の一つとして再生水利用が注目されている．再生

の利用により都市内で水の循環利用を行うことで取水

量を減らすことが可能であり，需要地により近い場所

で送水を行うことで送水にかかるエネルギーも省略で

きる可能性がある． 

 

2.3 都道府県ごとのエネルギー消費の比較 

 都道府県ごとに各工程における二酸化炭素排出量に

ついて統計解析を行い，比較検討を行った．都道府県

別の二酸化炭素排出量を以下に示す． 
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Fig.2 都道府県別の二酸化炭素排出量 

 

 図は，上水道分野における二酸化炭素排出量の多い

都道府県から順に並べたものである．二酸化炭素排出

量が上位の都道府県は，いずれもいわゆる大都市であ

ることがわかる．特に，大阪府は上水道分野における

二酸化炭素排出量が日本一であり，東京都よりも排出

量が多いという結果となった．また，東京都では他の

都道府県と比較して配水工程におけるエネルギー消費

割合が大きいことがわかる．これは，配水時は基本的

に山の上などの高地にある配水地から配水を行うこと

が多く，その際に位置エネルギーを利用して配水を行

っているが，東京都の特に都心部においてはそのよう

な配水地の設置が困難であり，ポンプ圧送による配水

を行うことによるエネルギー消費と予想される．また，

埼玉県や山形県では浄水受水によるエネルギー消費が

他の都道府県よりも多いという特徴も明らかとなった． 

3.下水道分野におけるエネルギー消費 

3.1 下水道分野におけるエネルギー消費量の算定方法 

 上水道の際の統計解析と同様に，二酸化炭素排出量

をエネルギー消費評価の指標とした．下水道分野にお

ける工程を「処理場内ポンプ・水処理・汚泥処理・処

理場外ポンプ・その他」に分類して解析を行った．ま

ず下水道統計５）より、処理場内ポンプ施設・水処理・

汚泥処理・処理場外ポンプ・その他に用いられる電力

量を整理した．その電力量に上水道分野の際と同様に，

二酸化炭素排出係数を乗じることで二酸化炭素排出量

を算定した．同時に処理場内・処理場外で用いられる

燃料（特Ａ重油・重油・灯油・軽油・ガソリン・都市

ガス・プロパンガス）由来の二酸化炭素排出量の算定

も行った．計算の際には，下水道における地球温暖化

防止実行計画策定の手引きに記載されている二酸化炭

素排出係数を用いた． 

 

3.2 下水分野におけるエネルギー消費の特徴 

(1)エネルギー消費の現状 

以下に下水道分野における日本全国での各工程の二酸

化炭素排出要因の割合を示す．また，下水道分野にお

ける二酸化炭素総排出量は 3,019,447[t]という結果

となった． 
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Fig.3 下水道における二酸化炭素排出要因の割合 

 

 場内ポンプ・水処理・汚泥処理・その他・場内燃料

の工程による二酸化炭素排出量を処理場内におけるエ

ネルギー消費と捉え，場外ポンプ・場外燃料の工程に

よる二酸化炭素排出量を処理場外のエネルギー消費と

すると、下水道分野においては 89％のエネルギーが処

理場内で消費されていることが確認された．特に水処

理工程におけるエネルギー消費が大きな割合を占める

ことが明らかとなった． 

 

(2)上水道分野との比較 

 下水道分野におけるエネルギー消費の 89％が処理

場内におけるエネルギー消費であることに対し，上水

道分野におけるエネルギー消費は，85％が浄水場外に

よる消費という対照的な結果となった．この特徴は，

低炭素社会に向けた，より省エネな水システムを提案

する上で非常に重要な特徴である． 

  

3.3 都道府県ごとのエネルギー消費比較 

 都道府県ごとに各工程における二酸化炭素排出量を
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整理し，比較検討を行った．都道府県別の二酸化炭素

排出量を以下に示す． 
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Fig.4 都道府県別の二酸化炭素排出量 

 

 図は都道府県別の二酸化炭素排出量について，排出

量が多い順に並べたものである．図より，東京都や大

阪府のようないわゆる大都市における二酸化炭素排出

量が多いことがわかる．上記のように多くの都道府県

で水処理における二酸化炭素排出量が多いことが分か

るが，例えば，長野県や福井県では場内燃料の使用に

よる二酸化炭素排出量が多い傾向が見られるなど，都

道府県ごとの特徴を伺い知ることができる． 

 排出量がトップの東京都は，排出量が最も少ない徳

島県のおよそ 120 倍の二酸化炭素を排出しており，日

本全国における二酸化炭素排出量の違いが明らかとな

った． 

 

4. 水循環システムに向けた考察 

4.1 水循環システムについて 

 これまでの結果から，上水道分野においては水輸送

において多くのエネルギーを消費し，下水道分野にお

いては処理工程において多くのエネルギーを消費して

いることが明らかとなった．低炭素社会に貢献する上

下水道を構築するには，これらの特徴を踏まえた上で

省エネの検討を行っていかなければならない．最後に、

水の循環利用による省エネシステムについて考察を行

う．水循環システムとは，下水処理水の再利用（再生

水利用）を行うことで水源からの取水量を減らし，都

市内で水を循環利用するシステムである．上水道分野

では送水・配水におけるエネルギー消費が大きな割合

を占めるが，水の循環利用を行い都市内に新たな水源

を設けることで水輸送エネルギーを省略できる可能性

がある．ただし，都市によっては水循環システムによ

って逆に消費エネルギーが増加してしまう可能性もあ

る点に注意しなければならない． 

 

4.2 今後の課題 

 水循環システムの省エネ可能性を検討する上で，現

在の上下水道システムのエネルギー消費の要因を明ら

かにする必要がある．今回のエネルギー消費実態を踏

まえ，各工程におけるエネルギー消費の要因分析を行

うことで水循環システムに適した地域の選定を行うこ

とが今後の課題となる． 

 また，再生水を作る際に必要となるエネルギー消費

量の試算を行う必要があり，上下水道分野における水

量変化に伴うエネルギー変化に加えて，再生水利用に

よるエネルギー変化も加えたトータルの評価をする必

要がある． 
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